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【要 旨】
大学生における防災や食品備蓄に関する調査が少ないことから、管理栄養士養成

課程に所属する大学生を対象にWeb調査を実施した。防災に興味関心のある者は
８７．３％と多かったが、知識面が不十分であった。１日以上食品備蓄を行っている者
は３９．９％であったが、食品備蓄日数や水の備蓄量が不十分な者が多かった。大学生
においても日頃からの災害への備えに関する普及啓発が重要であると考えられた。
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緒言

近年、日本では地震や台風・豪雨などが原因となる災害が数多く発生している。最近５年間で
国に激甚災害の指定を受けた件数は２０件以上となっており１）、被災住民の生活に大きな影響を及
ぼしている。我々は災害に対して日頃より備えをし、いざ発災した際には適切な行動を取ること
が求められる。地域においては、いわゆる防災環境の整備が重要とされ、地域防災計画の策定を
はじめ様々な取り組みが実施されている。しかしながら、発災時には公助・共助・互助だけでな
く自助の取り組みも大変重要となっており、その１つが備蓄である。発災により交通インフラや
電気・ガス・上下水道などのライフライン寸断が起こった場合、被災者への影響は大きく、救
助・支援が到着するまでの間や交通手段が限られる場合には、水や食料の有無が生き延び、健康
を保つための重要なポイントとなってくる。そのため、食料や飲料等の備蓄は地域だけでなく各
家庭においても実施すべき内容となっており、災害対策基本法には住民等の責務として食品、飲
料水その他の生活必需物資の備蓄等に関する内容が記載されている２）。こうした状況の中、農林
水産省は「災害時に備えた食品ストックガイド」を策定し、国民への普及啓発を行っている３）。
食品等の備蓄推進は防災や減災の観点からも重要な要素となっている。食品備蓄に関する調

査・研究は、過去にいくつか実施されており４）―６）、厚生労働省も国民健康・栄養調査にて結果を
報告している７）。国民健康・栄養調査結果では、災害時に備えて非常用食料を用意している世帯
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項目 回答 人数 ％
家が壊れたり、避難したりす
るほどの被災経験

あり １６ ７．０
なし ２１２ ９３．０

居住地域での将来の災害発生
確実に発生する ４２ １８．４
発生する可能性が高い １２８ ５６．１
発生する可能性は低い・ない ５８ ２５．４

表１：被災経験および災害への考え

の割合は全国５３．８％、地域ブロック別でみると多い地域では７２．３％、少ない地域では３３．１％と地
域差がある可能性が示されている。また、内閣府の調査報告では大災害に対する危機意識の地域
差や年齢で災害への備えに取り組んでいる割合が異なる可能性が報告されている８）。そのため、
普及啓発のためには年代や地域特性に応じて情報を収集する必要性が考えられた。しかしなが
ら、我々が調べる限り大分県内の大学生に関する備蓄状況の報告はみつからなかった。そこで今
回、大学生を対象とし防災意識や食品等備蓄状況について調査することとした。

方法

１．調査対象
管理栄養士養成課程に所属する大学生１～４年生の計２３６名に協力を依頼し、そのうち同意の得

られた２２９名から回答を得た（回収率：９７．０％）。
２．調査時期・方法
調査は２０２３年９月に、Google Forms を用いたWeb調査法にて実施した。回答は選択回答を中

心とする内容とし、一部自由記載欄により回答を得た。
３．調査内容
大学生の災害に向けた意識や食品備蓄の状況を把握するため、被災経験や災害への考え、防災

意識、食品の備蓄状況等に関する計４０項目の質問法調査を行った。
４．集計・解析
最終的なデータ解析は入力不備等を除外した２２７名分（男性１９名、女性２０４名、不明４名）を使

用し、各設問の単純集計のみを行った。
５．その他
本調査は、別府大学研究倫理審査委員会による承認（２０２３―１１）を受けて実施した。

結果および考察

１．被災経験および災害への考え（表１）
回答者のうち、家が壊れたり避難したりするほどの被災経験がある者が７．０％いた。居住地区

での将来の災害発生については、「確実に発生する」「発生する可能性が高い」と回答した者が計
７４．５％であった。内閣府調査では、同地区の「ほぼ、確実に発生すると思う」「発生する可能性
は大きいと思う」と回答した者は７０％以上と報告しており、本調査もほぼ同程度であった。不安
に感じている災害では、地震が９３．９％と最も高く、次いで津波６８．９％、風水害３９．９％となり、将
来被災する確率の高い南海トラフ地震９）に対する危機感のあらわれではないかと推測した。その
他としては、豪雪・原子力の回答があった。
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項目 回答 人数 ％

不安に感じる災害

地震 ２１４ ９３．９
津波 １５７ ６８．９
風水害 ９１ ３９．９
土石流など ８３ ３６．４
火山 ３０ １３．２
その他 ２３ １０．１

項目 回答 人数 ％

防災に対する関心
ある ５４ ２３．７
少しある １４５ ６３．６
あまりない・ない ２９ １２．７

防災に対する知識
ある ６ ２．６
少しはある １９８ ８６．８
全くない ２４ １０．５

地域のハザードマップを
知っているか

居住地域が該当しているか
把握している ３５ １５．４

居住地域が該当しているか
わからない １６０ ７０．２

知らない ３３ １４．５

地域の防災計画や
防災マニュアルを知っているか

内容も把握している １２ ５．３
内容までは把握していない １３０ ５７．０
知らない ８６ ３７．７

災害が起きた際の避難経路や
避難場所

十分に理解している ６３ ２７．６
少しは聞いたことがある １２５ ５４．８
全く知らない ４０ １７．５

日頃より情報を得ているか
得ている ７８ ３４．２
得ていない １５０ ６５．８

表２：防災意識や情報入手源

２．防災意識や災害に関する情報入手について（表２）
防災に対する関心がある者の割合は、「ある」「少しある」と回答した者が計８７．３％と非常に高

かった。防災について知識はあるかという問いに対しては、「ある」２．６％、「少しはある」８６．８％
であったが、居住地域のハザードマップを知っているかという問いに対しては、自身の居住地区
が該当しているかどうかまで把握している者が１５．４％、自宅で被災した際に避難経路や場所を十
分に理解している者が２７．６％と発災した際に不安を残す結果となっていた。
日頃から災害に関する情報を得ている者は３４．２％であり、情報源ではテレビ７９．５％、インター

ネット７１．８％、共有型 SNS５３．８％が上位を占めていた。発災した際の情報入手源としては、テ
レビ８０．３％、インターネット７６．３％、共有型 SNS６３．２％が上位を占めていた。発災直後は、平
時とは異なり電波を用いる機器が使用できない可能性が高くなる。また、SNS等については、
個人単位で容易に情報を収集・拡散することができるメリットがあるが、過去の大規模災害時に
みられたケースとして正確な情報選択の困難さや誤情報（デマ等を含む）が拡散されてしまった
経緯もあり１０）１１）、適切な情報入手源の周知が必要だと考えられた。

Memoirs of Beppu University, 65（2024）

― １７３ ―



項目 回答 人数 ％

日頃より情報を得ている者の
情報入手源

テレビ ６２ ７９．５
インターネット ５６ ７１．８
共有型 SNS ４２ ５３．８
メッセージアプリ １５ １９．２
その他 ９ １１．５

発災時に想定している
情報入手方法

インターネット １８３ ８０．３
テレビ １７４ ７６．３
共有型 SNS １４４ ６３．２
メッセージアプリ ７９ ３４．６
ラジオ ７１ ３１．１
防災無線 ３５ １５．４
防災アプリ ２５ １１．０
災害掲示板 １５ ６．６

項目 回答 人数 ％

自宅で食品備蓄（水も含む）を
しているか

はい ９１ ３９．９
いいえ １０４ ４５．６
わからない ３３ １４．５

ローリングストックをしている
か

している ５１ ２２．４
していない ４０ １７．５

表３：食品（水も含む）備蓄状況

３．食品（水も含む）備蓄状況について（表３）
自宅で食品備蓄をしていると回答した者は３９．９％であった。そのうち、推奨日数である３日以

上の食品備蓄を行っている者は５７．２％であった。主食ではカップ麺やパックご飯や乾麺、おかず
では魚缶詰やインスタント食品やレトルト・パウチ食品の回答割合が高かった。水備蓄について
は、１日以上備蓄を行っている者で推奨量の１日３ℓ以上３）を確保している者は１２．１％と非常に少
なかった。被害の大きい災害では停電や水道管の破裂等によりライフラインが寸断されるケース
が多くなってくる。取り分け水資源の確保に困るケースが多く、食事にも影響が及ぶ可能性が非
常に高くなっている。そのため、食料だけでなく水やその他飲料の備蓄の必要性を周知していく
必要が高いと考えられた。しかしながら、備蓄を行う上での問題点として、備蓄にかかるコスト
面を課題と感じている者が５０．４％、次いで取り組み方がわからない者が４６．９％いることを考慮
し、如何に食品（水も含む）備蓄を重要だと認識してもらい、日常生活にてローリングストック
等の取り入れやすい方法を周知できるかが課題だと考えられた。
災害時要配慮者については、「知っており、内容も把握している」と回答した者は２０．６％であっ

た。同居者に特別な支援が必要な人がいるかという問いには、「はい」６．１％と回答があり、その
うち５０．０％では支援が必要な者用の備蓄をしていた。災害時要配慮者には、乳幼児・妊産婦・高
齢者・食べる機能（かむこと・飲み込むこと）が弱くなった方、慢性疾患の方、食物アレルギー
の方などがあげられるが１２）、自身の身の回りに該当する者がいない場合は備蓄が難しいと考えら
れる。発災時にはこうした配慮が必要な者もいるということを周知しておく必要があると考えら
れた。

別府大学紀要 第６５号（２０２４年）

― １７４ ―



項目 回答 人数 ％

食品備蓄（水も含む）をしてい
る場合、何日分か

７日分以上 ３ ３．３
４～６日分 ８ ８．８
３日分 ４１ ４５．１
２日分 ２０ ２２．０
１日分 １９ ２０．９

水（飲料・調理用）の備蓄状況

１日３ℓ以上／人 １１ １２．１
１日２ℓ程度／人 ３２ ３５．２
１日１ℓ程度／人 ２６ ２８．６
１日５００ｍℓ程度／人 １５ １６．５
１日５００ｍℓ未満／人 ７ ７．７

主食の備蓄状況

カップ麺 ５４ ５９．３
パックご飯 ４０ ４４．０
乾麺 ３０ ３３．０
レトルト・パウチご飯 ２６ ２８．６
アルファ化米 ２５ ２７．５
乾パン ２４ ２６．４
缶パン ２２ ２４．２
シリアル ８ ８．８
無洗米 ３ ３．３

おかずの備蓄状況

魚缶詰 ５１ ５６．０
インスタント食品 ４６ ５０．５
レトルト・パウチ食品 ４４ ４８．４
肉缶詰 １８ １９．８
乾物 １８ １９．８
冷凍食品 １８ １９．８
果物缶詰 １６ １７．６
フリーズドライ食品 １０ １１．０
野菜缶詰 ５ ５．５
備蓄なし １５ １６．５

食品備蓄を行う上での問題点

コストがかかる １１５ ５０．４
取り組み方がわからない １０７ ４６．９
必要性を感じない １３ ５．７
賞味期限がくる ４ １．８
保管場所が取れない ３ １．３
その他 １３ ５．７

要配慮者を知っているか

知っており、内容まで把握
している

４７ ２０．６

知っているが、内容まで把
握していない

１２１ ５３．１

知らない ６０ ２６．３
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項目 回答 人数 ％

同居者に要配慮者がいるか
はい １４ ６．１
いいえ １９６ ８６．０
わからない １８ ７．９

要配慮者のための備蓄食を準備
しているか

はい ７ ３．１
いいえ ６ ２．６
わからない １ ０．４

まとめ

今回対象とした大学生では防災に興味関心のある者は多かったが、防災への知識は決して高い
とは言えなかった。内閣府の調査８）では３８．２％の者が災害に備えた食品や飲料水を備蓄している
と報告されており、また令和元年国民健康・栄養調査７）では非常用食料の用意の有無にて北九州
で３７．９％、南九州で３３．１％の者で用意があると回答している。対象年代等の違いはあるものの本
調査の３９．９％とほぼ同程度であった。この数値は全国各地区と比較しても決して高い数値とは言
えず、また推奨日数である３日以上の食品備蓄を行っている者や１日あたり３ℓ以上の水備蓄がで
きていない者が多かった点からも今回の対象者では備蓄が十分でない可能性が考えられた。災害
はいつどこで起きるかわからない状況であるため、大学生においても日頃からの備えについて
しっかりと普及啓発を行っていくことが重要であると考えられた。
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